
変更箇所

項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

1 平成30年6月8日 Ⅰ
２．特定個人情報ファイル
を取り扱う事務において使
用するシステム

システム２ ②システムの機能 変更

①本人確認情報の更新
　既存住基システムにおいて住
民票の記載事項の変更又は新規
作成が発生した場合に、当該情
報を元に市町村CSの本人確認を
更新し、都道府県サーバーへ更
新情報を送信する。

①本人確認情報の更新
　既存住基システムにおいて住
民票の記載事項の変更又は新規
作成が発生した場合に、当該情
報を元に市町村CSの本人確認情
報を更新し、都道府県サーバー
へ更新情報を送信する。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

2 平成30年6月8日 Ⅰ
６．情報提供ネットワーク
システムによる情報連携

②法令上の根
拠

－ 変更

番号法第19条第7号(特定個人情
報の提供の制限)及び別表第二
(別表第二における情報提供の
根拠)
第三欄(情報提供者)が「市町村
長」の項のうち、「第四欄」
(特定個人情報)に「住民票関係
情報」が含まれる項(第1、2､
3、4､6､8、9､11、16、18、20、
21、23、27、30、31、34、35、
37、38、39、40、42、48、53、
54、57、58、59、61、62、66、
67、70、77、80、84、89、91、
92、94、96、101、102、103、
105、106、108、111、112、
113、114、116、117、120の項)

番号法第19条第7号(特定個人情
報の提供の制限)及び別表第二
(別表第二における情報提供の
根拠)
第三欄(情報提供者)が「市町村
長」の項のうち、「第四欄」
(特定個人情報)に「住民票関係
情報」が含まれる項(第1、2､
3、4､6､8、9､11、16、18、20、
21、23、27、30、31、34、35、
37、38、39、40、42、48、53、
54、57、58、59、61、62、66、
67、70、74、77、80、84、85の
2、89、91、92、94、96、101、
102、103、105、106、108、
111、112、113、114、116、119
の項)

事後 法令改正の変更。

3 平成30年6月8日 Ⅱ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

５．特定個人
情報の提供・
移転

移転先４０ 新規 (右記の移転先を新たに追加) 福祉保健部　障害者福祉課 事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられない。

4 平成30年6月8日 Ⅱ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

５．特定個人
情報の提供・
移転

移転先４１ 新規 (右記の移転先を新たに追加) 福祉保健部　障害者福祉課 事前
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

5 平成30年6月8日 Ⅱ
（２）本人確認情報ファイ
ル

２．基本情報 ④記録される項目 変更

・個人番号、４情報、その他住
民票関係情報
・住基ネットを通じて本人確認
を行うために必要な情報とし
て、住民票の記載などに係る本
人確認情報（個人番号、４情
報、住民票コード及びこれらの
変更情報）を記録する必要があ
るため。

・個人番号、４情報、その他住
民票関係情報は住基ネットを通
じて本人確認を行うために必要
な情報として、住民票の記載な
どに係る本人確認情報（個人番
号、４情報、住民票コード及び
これらの変更情報）を記録する
必要があるため。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

6 平成30年6月8日 Ⅱ
（２）本人確認情報ファイ
ル

３．特定個人
情報の入手・
使用

⑧使用方法 変更

・本人確認情報ファイルの内容
が都道府県知事保存本人確認
ファイル(都道府県サーバー)及
び機構保存本人確認情報ファイ
ル(全国サーバ)と整合すること
を確認するため、都道府県サー
バー及び全国サーバーに対し、
整合性確認情報を提供する(市
町村CS→都道府県サーバー・全
国サーバー)。

・本人確認情報ファイルの内容
が都道府県知事保存本人確認
ファイル(都道府県サーバー)及
び機構保存本人確認情報ファイ
ル(全国サーバ)と整合すること
を確認するため、都道府県サー
バー及び全国サーバーに対し、
整合性確認用本人確認情報を提
供する(市町村CS→都道府県
サーバー・全国サーバー)。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

7 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル ２．基本情報 ③対象となる本人の範囲 変更 区域内の住民

区域内の住民（住基法第５条
（住民基本台帳の備付け）に基
づき住民基本台帳に記録された
住民を指す。）

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

8 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル ２．基本情報 ③対象となる本人の範囲 変更
当区は法令に基づき、これらの
事務の実施を機構に委任する。

当区は通知カード及び個人番号
カード省令第３５条（通知カー
ド、個人番号カード関連事務の
委任）に基づき、これらの事務
の実施を機構に委任する。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

9 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル ２．基本情報 ④記録される項目 変更

・その他（通知カード及び交付
申請書の送付先の情報）
　機構に対し、法令に基づき通
知カード及び交付申請書の印
刷、送付並びに個人番号カード
の発行を委任するために、個人
番号カードの券面記載事項のほ
か、通知カード及び交付申請書
の送付先に係る情報を記録する
必要がある。

・その他（通知カード及び交付
申請書の送付先の情報）
　機構に対し、通知カード及び
個人番号カード省令第３５条
（通知カード、個人番号カード
関連事務の委任）に基づき通知
カード及び交付申請書の印刷、
送付並びに個人番号カードの発
行を委任するために、個人番号
カードの券面記載事項のほか、
通知カード及び交付申請書の送
付先に係る情報を記録する必要
がある。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

10 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
３．特定個人
情報の入手・
使用

③入手の時期・頻度 変更

使用開始日から通知カード送付
までの一定期間に、番号法施行
日時点における住民の送付先情
報をまとめて入手する（以降、
新たに個人番号の通知対象者が
生じる都度入手する）。

使用開始日から通知カード送付
までの一定期間に、番号法施行
日時点における住民の送付先情
報をまとめて入手する（以降、
新たに個人番号の通知対象者が
生じた都度入手する。）。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

11 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
３．特定個人
情報の入手・
使用

⑤本人への明示 変更

区が機構へ通知カードなどの送
付先住所を通知することについ
て、平成26年11月20日総務省令
第85号第35条および第36条に記
載されている。

区が機構へ通知カードなどの送
付先住所を通知することについ
て、通知カード及び個人番号
カード省令第３５条（通知カー
ド、個人番号カード関連事務の
委任）に記載されている。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

12 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
３．特定個人
情報の入手・
使用

⑥使用目的 変更

法令に基づく委任を受けて通知
カード及び交付申請書の印刷、
送付並びに個人番号カードの発
行を行う機構に対し、通知カー
ド及び交付申請書の送付先情報
を提供するため。

通知カード及び個人番号カード
省令第３５条（通知カード、個
人番号カード関連事務の委任）
に基づく委任を受けて通知カー
ド及び交付申請書の印刷、送付
並びに個人番号カードの発行を
行う機構に対し、通知カード及
び交付申請書の送付先情報を提
供するため。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

13 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
３．特定個人
情報の入手・
使用

⑥使用目的 変更

既存住基システムから個人番号
の通知対象者の情報を抽出し、
通知カード及び交付申請書等の
印刷及び送付に係る事務に基づ
いて委任する機構に対し提供す
る（既存住基システム→市町村
ＣＳ又は電子記録媒体　→個人
番号カード管理システム（機
構））。

既存住基システムから個人番号
の通知対象者の情報を抽出し、
通知カード及び交付申請書等の
印刷及び送付に係る事務を通知
カード及び個人番号カード省令
第３５条（通知カード、個人番
号カード関連事務の委任）に基
づいて委任する機構に対し提供
する（既存住基システム→市町
村ＣＳ又は電子記録媒体　→個
人番号カード管理システム（機
構））。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

14 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
３．特定個人
情報の入手・
使用

⑥使用目的
情報の突合

変更

入手した送付先情報に含まれる
４情報等の変更の有無を確認す
る（最新４情報等であることを
確認する）ため、機構（全国
サーバー）が保有する「機構保
存本人確認情報」との情報を突
合を行う。

入手した送付先情報に含まれる
４情報等の変更の有無を確認す
る（最新４情報等であることを
確認する）ため、機構（全国
サーバー）が保有する「機構保
存本人確認情報」との情報の突
合を行う。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

15 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
５．特定個人
情報の提供・
移転

提供先１
①法令上の根拠

変更
平成26年11月20日総務省令第85
号

通知カード及び個人番号カード
省令第３５条（通知カード、個
人番号カード関連事務の委任）

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

16 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
５．特定個人
情報の提供・
移転

提供先１
②提供先における用途

変更
市区町村から法令に基づく委任
を受け、通知カード及び交付申
請書を印刷し、送付する。

市区町村から通知カード及び個
人番号カード省令第３５条（通
知カード、個人番号カード関連
事務の委任）に基づく委任を受
け、通知カード及び交付申請書
を印刷し、送付する。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

17 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
５．特定個人
情報の提供・
移転

③提供する情報 変更
個人番号、４情報、その他住民
票関係情報

「２．④記録される項目」と同
じ。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

18 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
５．特定個人
情報の提供・
移転

⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

変更

区域内の住民（住基法第５条
（住民基本台帳の備付け）に基
づき住民基本台帳に記録された
住民を指す。）

「２．③対象となる本人の範
囲」と同じ。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

19 平成30年6月8日 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
６．特定個人
情報の保管・
消去

③消去方法 変更

保存期間が到来した本人確認情
報は、機構から指定された方法
により、システム上、一括して
消去する仕組みとする。

保存期間が到来した送付先情報
は、機構から指定された方法に
より、システム上、一括して消
去する仕組みとする。

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

20 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

２．特定個人
情報の入手

リスク１
対象者以外の情報の入手を防
止するための措置の内容

新規 (右記の内容を新たに追加)

・既存住基システムへ情報登録
を行う際、届出内容を複数人で
確認し対象者以外の情報入手を
防止する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

21 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

２．特定個人
情報の入手

リスク１
必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

新規 (右記の内容を新たに追加)
・住民票の記載等に係る住民基
本台帳以外を登録できないこと
をシステム上で担保する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

22 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

２．特定個人
情報の入手

リスク１
その他の措置の内容

新規 (右記の内容を新たに追加)

来庁者の多い本庁舎について
は、フロアマネージャーを配置
し、来庁者に適切な案内を行
う。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

23 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

２．特定個人
情報の入手

リスク２
リスクに対する措置の内容

新規 (右記の内容を新たに追加)
・システムを利用する職員を限
定し、パスワード及び生体認証
による本人認証を行う。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

24 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

２．特定個人
情報の入手

リスク４
リスクに対する措置の内容

新規 (右記の内容を新たに追加)

・ディスプレイは可能な限り来
庁者から見えない位置に置き、
さらにのぞき見防止フィルター
を取り付ける。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

25 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

２．特定個人
情報の入手

リスク４
特定個人情報の入手（情報提
供ネットワークシステムを通
じた入手を除く。）における
その他リスク及びそのリスク

新規 (右記の内容を新たに追加)
セキュリティ対策を審議するた
め、セキュリティ会議を設置す
る。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

26 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

３．特定個人
情報の使用

リスク１
宛名システム等における措置
の内容

変更

過去に墨田区に住民票の登録が
あった方が、一度除票等にな
り、再度墨田区に住民票を登録
する際、過去の登録情報を引き
継ぐ。

宛名番号をキーとして連携する
ことにより、既存システム等で
別人の特定個人情報または不必
要な特定個人情報が連携しない
ようシステム上で担保する。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられない。

27 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

３．特定個人
情報の使用

リスク２
ユーザー認証の管理

変更

・システムを利用する必要のあ
る職員毎にユーザーＩＤを割り
当てるとともに、ＩＤとパス
ワードによる認証とする。

・システムを利用する必要のあ
る職員毎にユーザーＩＤを割り
当てるとともに、パスワードと
生体認証による多要素認証とす
る。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

28 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

３．特定個人
情報の使用

リスク２
アクセス権限の発効・失効の
管理

変更

・退職した元職員や異動した職
員等のアクセス権限の失効管理
を適切に行う。
・アクセス権限を失効させたこ
とについて、管理簿に記録を残
す。

アクセス権限管理責任者は、ア
クセス権限を付与する職員を指
定し、同責任者またはその代理
の者が設定の変更を行う。
（１）発効管理：業務に必要な
権限のみ申請し、発効管理簿に
記録を残す。
（２）失効管理：退職・人事異
動情報を確認し、失効申請を
し、失効管理簿に記録を残す。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

29 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

３．特定個人
情報の使用

リスク２
特定個人情報の使用の記録

変更

・システムの操作履歴（アクセ
スログ・操作ログ）を記録す
る。
・操作履歴の確認により本人確
認情報の検索に関して不正な操
作の疑いがある場合は、申請文
書等との整合性を確認する。

・操作履歴責任者はシステムの
操作履歴（アクセスログ・操作
ログ）を記録し、7年間保管す
る。
・本人確認情報の検索に不正な
操作の疑いがある場合は、申請
書等との整合性を確認する。
・操作履歴は業務名、操作者及
び操作日時等を記録する。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

30 平成30年6月8日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

３．特定個人
情報の使用

リスク３
リスクに対する措置の内容 変更

・システムの操作履歴（操作ロ
グ）を記録する。

・操作履歴責任者はシステムの
操作履歴（操作ログ）を記録す
る。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

31 平成30年6月8日 Ⅲ
（２）本人確認情報ファイ
ル

２．特定個人
情報の入手

リスク４
リスクに対する措置の内容

新規 (右記の内容を新たに追加)

・操作者の生体認証を行う。
・ディスプレイは可能な限り来
庁者から見えない位置に置き、
さらにのぞき見防止フィルター
を取り付ける。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

32 平成30年6月8日 Ⅲ
（２）本人確認情報ファイ
ル

３．特定個人
情報の使用

リスク２
アクセス権限の発効・失効の
管理

変更

・退職した元職員や異動した職
員等のアクセス権限の失効管理
を適切に行う。
・アクセス権限を失効させたこ
とについて、管理簿に記録を残
す。

本人確認情報管理責任者は本人
確認情報を取り扱うことができ
る者を指定し、同責任者または
その代理の者が設定の変更を行
う。
（１）発効管理：業務に必要な
権限のみ申請し、操作者一覧表
に記録する。
（２）失効管理：退職・人事異
動情報を確認し、失効申請した
うえ、操作者一覧表に記録す
る。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

33 平成30年6月8日 Ⅲ
（２）本人確認情報ファイ
ル

７．特定個人
情報の保管・
消去

リスク１
⑩死者の個人番号

変更

・生存する個人の個人番号とと
もに、死亡による消除後、平成
14年6月10日総務省告示第334号
(第6-8(1))市町村長における本
人確認情報の消去)に定める期
間保管する。

・生存する個人の個人番号とと
もに、死亡による消除後、平成
14年6月10日総務省告示第334号
(第6-8都道府県知事、機構又は
市町村長における本人確認情報
の消去)に定める期間保管す
る。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

34 平成30年6月8日 Ⅲ
（２）本人確認情報ファイ
ル

７．特定個人
情報の保管・
消去

リスク３
消去手順

変更

システム上、平成14年6月10日
総務省告示第334号(第6-8(1)市
町村長における本人確認情報の
消去)に定める保存期間を経過
した住民票の記載の修正前の本
人確認情報(履歴情報)及び消除
者の本人確認情報を消去する仕
組みとする。

システム上、平成14年6月10日
総務省告示第334号(第6-8都道
府県知事、機構又は市町村長に
おける本人確認情報の消去)に
定める保存期間を経過した住民
票の記載の修正前の本人確認情
報(履歴情報)及び消除者の本人
確認情報を消去する仕組みとす
る。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

35 平成30年6月8日 Ⅲ （３）送付先情報ファイル
２．特定個人
情報の入手

リスク３
その他の措置の内容

新規 (右記の内容を新たに追加)

システムでは対応できない事象
が発生した際に、本人確認情報
の正確性を維持するため、住民
基本台帳ネットワークシステム
の各要領・手順書等に基づいて
本人確認情報の入力、削除及び
訂正が行われていることを定期
的に確認する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

36 平成30年6月8日 Ⅲ （３）送付先情報ファイル
２．特定個人
情報の入手

リスク４
リスクに対する措置の内容

新規 (右記の内容を新たに追加)

・操作者の生体認証を行う。
・ディスプレイは可能な限り来
庁者から見えない位置に置き、
さらにのぞき見防止フィルター
を取り付ける。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

37 平成30年6月8日 Ⅲ （３）送付先情報ファイル
３．特定個人
情報の使用

リスク２
アクセス権限の発効・失効の
管理

変更

・退職した元職員や異動した職
員等のアクセス権限の失効管理
を適切に行う。
・アクセス権限を失効させたこ
とについて、管理簿に記録を残
す。

本人確認情報管理責任者は本人
確認情報を取り扱うことができ
る者を指定し、同責任者または
その代理の者が設定の変更を行
う。
（１）発効管理：業務に必要な
権限のみ申請し、操作者一覧表
に記録する。
（２）失効管理：退職・人事異
動情報を確認し、失効申請した
うえ、操作者一覧表に記録す
る。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

38 平成30年6月8日 Ⅲ （３）送付先情報ファイル
３．特定個人
情報の使用

リスク２
特定個人情報の使用の記録

変更
・本人確認情報を扱うシステム
の操作履歴(アクセス・ログ、
操作ログ)を記録する。

・送付先情報を扱うシステムの
操作履歴(アクセス・ログ、操
作ログ)を記録する。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

39 平成30年6月8日 Ⅲ （３）送付先情報ファイル
７．特定個人
情報の保管・
消去

リスク３
特定個人情報の保管・消去に
おけるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

新規 (右記の内容を新たに追加)

送付先情報ファイルは、機構へ
の特定個人情報の提供後、速や
かに市町村CSから削除される。
その後、当該特定個人情報は機
構において管理されるため、送
付先情報ファイルのバックアッ
プは取得しない。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

40 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番８ 特定個人情報 変更
地方税関係情報又は住民票関係
情報であって主務省令で定める
もの

児童福祉法による障害児通所支
援に関する情報、地方税関係情
報、住民票関係情報、介護保険
給付等関係情報又は障害者の日
常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律による自立
支援給付の支給に関する情報
（以下「障害者自立支援給付関
係情報」という。）であって主
務省令で定めるもの

事後 法令改正の変更。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

41 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番１１ 特定個人情報 変更

児童福祉法による障害児通所支
援に関する情報、地方税関係情
報、住民票関係情報又は障害者
の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律による
自立支援給付の支給に関する情
報であって主務省令で定めるも
の

児童福祉法による障害児通所支
援に関する情報、地方税関係情
報、住民票関係情報、介護保険
給付等関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって主務
省令で定めるもの

事後 法令改正の変更。

42 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番１６ 特定個人情報 変更

児童福祉法による障害児通所支
援に関する情報、地方税関係情
報、住民票関係情報又は障害者
の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律による
自立支援給付の支給に関する情
報であって主務省令で定めるも
の

児童福祉法による障害児通所支
援に関する情報、地方税関係情
報、住民票関係情報、介護保険
給付等関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって主務
省令で定めるもの

事後 法令改正の変更。

43 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番５３ 特定個人情報 変更
住民票関係情報であって主務省
令で定めるもの

住民票関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって主務
省令で定めるもの

事後 法令改正の変更。

44 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番１０８ 特定個人情報 変更
地方税関係情報又は住民票関係
情報であって主務省令で定める
もの

児童福祉法による障害児通所支
援に関する情報、地方税関係情
報、住民票関係情報、介護保険
給付等関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって主務
省令で定めるもの

事後 法令改正の変更。

45 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番１１７ － 変更 削除 事後 法令改正の変更。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

46 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番１１９

情報照会者

事務

情報提供者

特定個人情報

新規 (右記の内容を新たに追加)

都道府県知事

難病の患者に対する医療等に関
する法律による特定医療費の支
給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

市町村長

地方税関係情報又は住民票関係
情報であって主務省令で定める
もの

事後 法令改正の変更。

47 平成30年6月8日 － 別紙２ 項番１２０ － 変更 削除 事後 法令改正の変更。

48 令和1年6月18日 Ⅰ
２．特定個人情報ファイル
を取り扱う事務において使
用するシステム

システム１ ②システムの機能 変更

③法務省との連携機能
外国人住民票の記載・修正・消
除等を法務省通知・市町村通知
で連携する。

③出入国在留管理庁との連携機
能
外国人住民票の記載・修正・消
除等を出入国在留管理庁通知・
市町村通知で連携する。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられない。

49 令和1年6月18日 Ⅰ
４．特定個人情報ファイルを
取り扱う理由

①事務実施上
の必要性

- 変更

通知カードによる番号の通知及び個
人番号カード交付申請書の送付につ
いては、事務効率化の観点から、市
区町村から機構に委任することを予
定しており、機構に通知カード及び
交付申請書の送付先情報を提供す
る。

通知カードによる番号の通知及び個
人番号カード交付申請書の送付につ
いては、事務効率化の観点から、市
区町村から機構に委任することが認
められており、機構に通知カード及
び交付申請書の送付先情報を提供す
る。

事後
省令の施行（平成29年6
月1日）による記載変更

50 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

－ 変更 法務省情報連携端末 出入国在留管理庁情報連携端末 事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

51 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

－ 変更 法務省 出入国在留管理庁 事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

52 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

－ 変更 法務省通知 出入国在留管理庁通知 事前
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

53 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

－ 変更 法務省通知入力 出入国在留管理庁通知入力 事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

54 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

（備考）４ 変更 ４　法務省との連携 出入国在留管理庁との連携 事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

55 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

（備考）４-① 変更

法務省から、外国人住民の方の
資格等の変更情報を、法務省通
知として法務省情報連携端末で
受け取る。

出入国在留管理庁から、外国人
住民の方の資格等の変更情報
を、出入国在留管理庁通知とし
て出入国在留管理庁情報連携端
末で受け取る。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

56 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

（備考）４-② 変更
法務省通知を既存住基システム
に入力する。

出入国在留管理庁通知を既存住
基システムに入力する。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

57 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

（備考）４-③ 変更

既存住基システムから、住居地
情報などを市町村通知として、
法務省情報連携端末に出力す
る。

既存住基システムから、住居地
情報などを市町村通知として、
出入国在留管理庁情報連携端末
に出力する。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

58 令和1年6月18日 Ⅰ
別紙１（別添１）
事務の内容

(1)住民基本
台帳ファイル
を取り扱う事
務の内容

（備考）４-④ 変更
法務省連携端末から、法務省に
市町村通知を送付する。

出入国在留管理庁連携端末か
ら、出入国在留管理庁に市町村
通知を送付する。

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

59 令和1年6月18日 Ⅱ
３特定個人情報の入手・使
用

②入手方法 その他 新規 （右記の内容を新たに追記）
出入国在留管理庁連携ネット
ワーク

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

60 令和1年6月18日 Ⅱ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

５．特定個人
情報の提供・
移転

移転先１７ 新規 （右記の内容を新たに追記）
福祉保健部保健衛生担当保健予
防課

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

61 令和1年6月18日 Ⅱ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

５．特定個人
情報の提供・
移転

移転先３３ 新規 （右記の内容を新たに追記）
福祉保健部保健衛生担当保健予
防課

事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が
義務付けられていない。

62 令和1年6月18日 Ⅱ
（１）住民基本台帳ファイ
ル

５．特定個人
情報の提供・
移転

移転先２１ 変更

福祉保健部　保健衛生担当保健
計画課、向島保健センター、本
所保健センター福祉保健部　保
健衛生担当保健計画課、向島保
健センター、本所保健センター

福祉保健部　保健衛生担当保健
計画課、向島保健センター、本
所保健センター

事後
誤字脱字の修正のため、
重要な変更に当たらな
い。

63 令和1年12月13日 Ⅰ
２　特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム

②　システム
の機能

変更

④本人確認情報検索
　統合端末において入力された４情
報（氏名、住所、性別、生年月日）
の組合せをキーに本人確認情報の検
索を行い、検索条件に該当する本人
確認情報の一覧を画面上に表示す
る。

④本人確認情報検索
　統合端末において入力された住民
票コード、個人番号又は４情報（氏
名、住所、性別、生年月日）の組合
せをキーに本人確認情報の検索を行
い、検索条件に該当する本人確認情
報の一覧を画面上に表示する。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

64 令和1年12月13日 Ⅰ （別添１） 事務の内容

「（２）本人確認情報ファイル」
及び「（３）送付先情報ファイ
ル」を取り扱う事務の内容（市町
村CSを中心とした事務の流れ）

変更

1　本人確認情報の更新に関する事
務
1-①　住民より転入、転出、転居、
出生、死亡等の届出等を受け付け
る。

1　本人確認情報の更新に関する事
務
1-①　住民より転入、転出、転居、
出生、死亡等の届出等を受け付ける
（※特定個人情報を含まない）。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

65 令和1年12月13日 Ⅰ （別添１） 事務の内容

「（２）本人確認情報ファイル」
及び「（３）送付先情報ファイ
ル」を取り扱う事務の内容（市町
村CSを中心とした事務の流れ）

変更

2　本人確認に関する事務
2-①　住民より、住民票の写しの交
付申請等、本人確認が必要となる申
請を受け付ける。

2　本人確認に関する事務
2-①　住民より、住民票の写しの交
付申請等、本人確認が必要となる申
請を受け付ける（※特定個人情報を
含まない）。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

66 令和1年12月13日 Ⅰ （別添１） 事務の内容

「（２）本人確認情報ファイル」
及び「（３）送付先情報ファイ
ル」を取り扱う事務の内容（市町
村CSを中心とした事務の流れ）

変更

3　個人番号カードを利用した転入
（特例転入）
3-②　統合端末から、市町村ＣＳを
経由して転出地市町村に対し転出証
明書情報の送信依頼を行う。
3-⑤　市町村ＣＳから、既存住基シ
ステムから転入処理完了後に受け渡
される転入通知情報を転出地市町村
へ送信すると同時に、都道府県サー
バへ本人確認情報の更新情報を送信
する。

3　個人番号カードを利用した転入
（特例転入）
3-②　統合端末から、市町村ＣＳを
経由して転出地市町村に対し転出証
明書情報の送信依頼を行う（※特定
個人情報を含まない）。
3-⑤　市町村ＣＳから、既存住基シ
ステムから転入処理完了後に受け渡
される転入通知情報（※特定個人情
報を含まない）を転出地市町村へ送
信すると同時に、都道府県サーバへ
本人確認情報の更新情報を送信す
る。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

67 令和1年12月13日 Ⅰ （別添１） 事務の内容

「（２）本人確認情報ファイル」
及び「（３）送付先情報ファイ
ル」を取り扱う事務の内容（市町
村CSを中心とした事務の流れ）

変更

4　本人確認情報検索に関する事務
4-①　4情報の組み合わせをキー
ワードとして、市町村CSの本人確認
情報を検索する。

4　本人確認情報検索に関する事務
4-①　住民票コード、個人番号又は
4情報の組み合わせをキーワードと
して、市町村CSの本人確認情報を検
索する。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

68 令和1年12月13日 Ⅱ （１）住民基本台帳ファイル
５．特定個人
情報の提供・
移転

移転先４２ 新規 （右記の内容を新たに追加） 区民部　国保年金課 事後
その他の項目の変更であ
り、事前の提出・公表が義
務付けられない。

69 令和1年12月13日 Ⅱ （２）本人確認情報ファイル
３　特定個人
情報の入手・
使用

⑧　使用方法 変更
・４情報(氏名、住所、性別、生年
月日)の組合せをキーに本人確認情
報ファイルの検索を行う。

・住民票コード、個人番号又は４情
報(氏名、住所、性別、生年月日)の
組合せをキーに本人確認情報ファイ
ルの検索を行う。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

70 令和1年12月13日 Ⅱ
（別添１）特定個人情報ファ
イル記録項目

（1）住民基本
台帳ファイル

変更 （右記の内容を新たに追加）
８３　旧氏　漢字　８４　旧氏　ふ
りがな

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

71 令和1年12月13日 Ⅱ
（別添１）特定個人情報ファ
イル記録項目

（2）本人確認
情報ファイル

変更 （右記の内容を新たに追加）
３７　旧氏　漢字　３８　旧氏　外
字数　３９　旧氏　ふりがな　４０
旧氏　外字変更連番

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

72 令和1年12月13日 Ⅱ
（別添１）特定個人情報ファ
イル記録項目

（３）送付先
情報ファイル

変更 （右記の内容を新たに追加）

６２　旧氏　漢字　６３　旧氏　外
字数　６４　旧氏　ふりがな　６５
旧氏　外字変更連番　６６　ローマ
字　氏名　６７　ローマ字　旧氏

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

73 令和1年12月13日 Ⅲ
（１）住民基本台帳ファイル
７　特定個人情報の保管・消
去

リスク１
⑨過去３年以内に、評価実施機関
において、個人情報に関する重大
事故が発生したか

変更 １）発生なし ２）発生あり 事後

特定個人情報に関する重大
事故の発生に伴うものであ
り、事前の提出が義務付け
られる「重要な変更」に当
たらないため。

74 令和1年12月13日 Ⅲ

（３）送付先情報ファイル
２　特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステム
を通じた入手を除く。）

リスク３
特定個人情報の正確性確保の措置
の内容

変更

・既存住基システムにおいて正確性
が確保された送付先情報を適切に受
信できることをシステムにより
担保する。
・なお、送付先情報ファイルは、既
存住基システムから入手後、個人番
号カード管理システムに送付先情報
を送付した時点で役割を終える(不
用となる)ため、送付後速やかに市
町村CSから削除する。そのため、入
手から削除までのサイクルが極短期
間であることから、入手から削除の
間の正確性を維持するための特段の
対策は講じない。

・既存住基システムにおいて正確性
が確保された送付先情報を適切に受
信できることをシステムにより
担保する。
なお、送付先情報ファイルは、既存
住基システムから入手後、個人番号
カード管理システムに送付先情報を
送付した時点で役割を終える(不用
となる)ため、一定期間経過後に市
町村CSから自動的に削除する。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

75 令和1年12月13日 Ⅲ
（３）送付先情報ファイル
７　特定個人情報の保管・消
去

リスク２ リスクに対する措置の内容 変更

本特定個人情報ファイル(送付先情
報ファイル)は、送付先情報の連携
を行う必要が生じた都度、作成・連
携することとしており、システム
上、連携後速やか(１営業日後)に削
除する仕組みとする。

本特定個人情報ファイル(送付先情
報ファイル)は、送付先情報の連携
を行う必要が生じた都度、作成・連
携することとしており、システム
上、一定期間経過後に削除する仕組
みとする。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

76 令和1年12月13日 Ⅲ
（３）送付先情報ファイル
７　特定個人情報の保管・消
去

特定個人情報
の保管・消去
におけるその
他のリスク及
びそのリスク
に対する措置

変更

送付先情報ファイルは、機構への特
定個人情報の提供後、速やかに市町
村ＣＳから削除される。その後、当
該特定個人情報は機構において管理
されるため、送付先情報ファイルの
バックアップは取得しない。

送付先情報ファイルは、機構への特
定個人情報の提供後、一定期間経過
後、市町村ＣＳから削除される。そ
の後、当該特定個人情報は機構にお
いて管理されるため、送付先情報
ファイルのバックアップは取得しな
い。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

77 令和1年12月13日 Ⅴ
２．特定個人情報ファイルの
取扱いに関する問合せ

①連絡先 変更

墨田区総務部総務課文書管理係
〒130-8640　東京都墨田区吾妻橋一
丁目23番20号
電話：03-5608-6241

墨田区区民部窓口課庶務係、住民異
動係
〒130-8640　東京都墨田区吾妻橋一
丁目２３番２０号
電話：03-5608-6100,5608-6102

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月21日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

78 Ⅱ （１）住民基本台帳ファイル
６．特定個人
情報の保管・
消去

①保管場所 変更

・セキュリティゲートにて入退出管
理を行っている建物内のうち、さら
に厳格な入退室管理(指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入
退室時間等を記帳)を行っている区
画に設置したサーバー内に保管して
る。
・サーバーへのアクセスは、全庁的
に管理しているＩＤ及びパスワード
による認証が必要となる。

・住民記録管理システムにおいては
サービス利用方式を導入している。
システム本体は外部データセンター
で稼働しており、厳格な入退室管理
(IDカード、生体認証、監視カメ
ラ、赤外線センサー)が行われてい
る。

事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

79 Ⅱ （１）住民基本台帳ファイル
６．特定個人
情報の保管・
消去

②保管期間 変更

・住民票が消除されない限り、情報
は保存される。ただし、住民票が消
除された場合は、住民基本台帳施行
令第３４条に定めるとおり、消除さ
れた日から５年間となる。

・住民票が消除されない限り、情報
は保存される。ただし、改製前の住
民票及び消除された住民票は、住民
基本台帳施行令第３４条第１項に定
めるとおり、改製又は消除した日か
ら１５０年間保管する。
・住民票の異動届出書は、住民基本
台帳施行令第３４条第３項に定める
とおり、その受理した日から１年間
保管する。

事後 法令改正による変更。

80 Ⅱ （１）住民基本台帳ファイル
６．特定個人
情報の保管・
消去

③消去方法 新規 （右記の内容を新たに追加）
・保管期間を過ぎた住民基本台帳
ファイルはシステムにて自動的に消
去する。

事後

特定個人情報保護評価指針
（平成30年5月32日個人情報
保護委員会）に定める重要
な変更に当たらないため。

81 Ⅱ （２）本人確認情報ファイル
６．特定個人
情報の保管・
消去

①保管場所 変更

・セキュリティゲートにて入退出管
理を行っている建物内のうち、さら
に厳格な入退室管理(指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入
退室時間等を記帳)を行っている区
画に設置したサーバー内に保管して
る。

・セキュリティゲートにて入退出管
理を行っている建物内のうち、さら
に厳格な入退室管理(生体認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入
退室時間等を記帳)を行っている区
画に設置したサーバー内に保管して
いる。

事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

82 Ⅱ （２）本人確認情報ファイル
６．特定個人
情報の保管・
消去

②保管期間 変更

・住民票の記載の修正前の本人確認
情報（履歴情報）及び消除者の本人
確認情報は、平成14年6月10日総務
省告示第334号（第６－８（１）市
町村長における本人確認情報の消
去）に定める期間（５年間）保管す
る。

・住民票の記載の修正前の本人確認
情報（履歴情報）及び消除者の本人
確認情報は、平成14年6月10日総務
省告示第334号（第6-8都道府県知
事、機構又は市町村長における本人
確認情報の消去）に定める期間（１
５０年間）保管する。

事後 法令改正による変更。

83 Ⅱ （３）送付先情報ファイル
６．特定個人
情報の保管・
消去

①保管場所 変更

・セキュリティゲートにて入退出管
理を行っている建物内のうち、さら
に厳格な入退室管理(指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入
退室時間等を記帳)を行っている区
画に設置したサーバー内に保管して
る。

・セキュリティゲートにて入退出管
理を行っている建物内のうち、さら
に厳格な入退室管理(生体認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入
退室時間等を記帳)を行っている区
画に設置したサーバー内に保管して
いる。

事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

84 Ⅲ （１）住民基本台帳ファイル
２．特定個人
情報の入手

特定個人情報の正確性確保の措置
の内容

変更

・特定個人情報に誤りがありそれを
訂正する際には、特定個人情報管理
責任者の許可を得て行うこととす
る。また、訂正した内容等について
は、その記録を残し、法令等により
定められた期間保管することとす
る。

・特定個人情報に誤りがありそれを
訂正する際には、本人確認情報管理
責任者の許可を得て行うこととす
る。また、訂正した内容等について
は、その記録を残し、法令等により
定められた期間保管することとす
る。

事後
名称の変更等形式的な変更
のため、重要な変更に当た
らない。

85 Ⅲ （１）住民基本台帳ファイル
７．特定個人
情報の保管・
消去

⑤物理的対策 変更
・出入口には機械による入退室を管
理する指紋認証設備を設置する。

・出入口には機械による入退室を管
理する生体認証設備を設置する。

事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。
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項番 変更日
項目
①

項目② 項目③ 項目④
変更区
分

変更前(前回の評価書)の記載 変更後の記載
提出時
期

提出時期に係る説明 備考

86 Ⅲ （１）住民基本台帳ファイル
７．特定個人
情報の保管・
消去

⑩死者の個人番号 変更

・生存する個人の個人番号ととも
に、死亡による消除後、平成14年6
月10日総務省告示第334号(第6-
8(1))市町村長における本人確認情
報の消去)に定める期間保管する。

・生存する個人の個人番号ととも
に、死亡による消除後、平成14年6
月10日総務省告示第334号（第6-8都
道府県知事、機構又は市町村長にお
ける本人確認情報の消去）に定める
期間（１５０年間）保管する。

事後 法令改正による変更。

87 Ⅲ （２）本人確認情報ファイル
７．特定個人
情報の保管・
消去

⑤物理的対策 変更
・出入口には機械による入退室を管
理する指紋認証設備を設置する。

・出入口には機械による入退室を管
理する生体認証設備を設置する。

事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

88 Ⅲ （２）本人確認情報ファイル
７．特定個人
情報の保管・
消去

⑩死者の個人番号 変更

・生存する個人の個人番号ととも
に、死亡による消除後、平成14年6
月10日総務省告示第334号(第6-
8(1))市町村長における本人確認情
報の消去)に定める期間保管する。

・生存する個人の個人番号ととも
に、死亡による消除後、平成14年6
月10日総務省告示第334号（第6-8都
道府県知事、機構又は市町村長にお
ける本人確認情報の消去）に定める
期間（１５０年間）保管する。

事後 法令改正による変更。
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